
平成２８年度

第１回鳥取市下水道等事業運営審議会

平成２８年７月２８日

下水道企画課（事務局）

本日の議題
１ 下水道等事業の経営状況等について

～経営戦略の策定について～

２ 合流式下水道緊急改善事業の事後評価について

３ その他



下水道等事業について

公共下水道の沿革
○鳥取地域
S27 鳥取大火

S28 秋里処理区

火災復興下水道事業として事業認可(合流式)
S43 秋里下水終末処理場供用開始

S47 分流式下水道整備着手。順次区域拡大。

S47～ 末恒処理区、H3～ 千代水処理区、
H4～ 吉岡処理区（特環）

H16 合流式下水道改善事業着手～H25度

H16 市町村合併（1市8町村）に伴う市域の拡大

○新市域
公共下水道 H2 河原処理区

特環 H4 鹿野処理区、H5 浜村処理区、
H6 青谷処理区、H8 用瀬処理区、
H10 今市処理区

事業認可を受け、順次整備

集落排水等の沿革
対象地域：農業集落地域、漁業集落地域、

林業集落地域
○集落排水施設

S58 鳥取地域

S59 佐治地域

S62 鹿野地域

H元 河原地域、用瀬地域

H2 気高地域

H3 青谷地域

○小規模集合排水施設 H13 青谷町

※本市では下水道等事業とは、公共下水道、特定環境保全
公共下水道（特環）、農業集落排水施設、漁業集落排水施
設、林業集落排水施設、小規模集合排水施設を指す。

下水道事業の始まり
昭和６年 鳥取城の外堀（薬研堀）に下水道管を敷設し埋立したのが始まり。
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１ 下水道等事業の経営状況等について



下水道等事業の区域
（鳥取市生活排水整備構想図）
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種別 凡例

公共下水 秋里 千代水 末恒 河原

吉岡 用瀬 浜村 鹿野

今市 青谷

津ノ井地区 三山口地区 東郷地区 松保地区

里仁地区 福井地区 美穂地区 米里地区

豊実地区 本高地区 西円通寺地区 明豊地区

双六原地区 伏野地区 南東郷地区 蔵田馬場地区

小沢見地区 大和神戸地区 河内地区 国分寺地区

麻生地区 御陵地区 上地地区 山湯山地区

箭渓八重原地区 福部南部地区 佐貫八日市地区 国英地区

西郷地区 水根地区 釜口地区 家奥古用瀬地区

大村地区 社東地区 社中地区 尾際地区

会下地区 土居地区 逢坂南部地区 瑞穂地区

水尻地区 逢坂北部地区 宝木南部地区 宿地区

岡井地区 法楽寺地区 河内下条地区 来日地区

閉野地区 小畑地区 勝谷地区 小別所地区

末用地区 河内上条地区 蔵内地区 勝部地区

日置地区 日置谷地区 亀尻地区

漁業集落排水 長和瀬地区

林業集落排水 鷲峰地区

小規模集落排水 鳴瀧地区

H28.3.31見込

処理区名

特定環境
保全下水道

農業集落排水

○普及率の現状
下⽔道等事業による普及率 ９３．９％
※合併処理浄化槽等を含めた普及率９６．８％



秋里下水終末処理場

秋里雨水ポンプ場
（合流式下水道緊急改善工事 平成26年2月竣工）

雨水ポンプ
H23 航空写真

袋
川

狐
川

←秋里下水終末処理場
運転開始 S53.4
処理方式 標準活性汚泥法

（高級処理）
現有処理能力 72,400㎥/日
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１ 下水道等事業の経営状況等について



 経営管理の向上

民間企業と同様の財務諸表（損益計算書、貸借対照表、キャッシュフ
ロー計算書、固定資産台帳等）を作成することにより、経営や資産を正確
に把握できる。

○経営の透明性確保 住民・議会による

○他団体比較が可能 ガバナンスの向上

○適切な原価計算が可能 ⇒ 適正な料金設定

●計画的な経営基盤強化、財政マネジメントの向上

 弾力的な経営が可能
予算の弾力的な支出、効率的・機動的な資産管理等が可能となり経営

の自由度が高まる。

○住民ニーズに対して迅速な対応がしやすくなる。

公営企業会計移行のメリット
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１ 下水道等事業の経営状況等について

出所：総務省作成資料



平成２６年度決算の状況
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１ 下水道等事業の経営状況等について



経営戦略の策定について

-６-



下水道事業が直面する将来的課題①
—有収水量の減少—

人口減少や節水対策の向上による有収水量の減少によ
り、将来的に使用料収入の低下が懸念されます。

出所：総務省作成資料

＜全国の水道及び下水道事業の料金収入の推移＞

下水道事業の料金収入は、普及率の上昇に伴い全国的には上昇傾向にあるが、
普及率の高止まりに伴い、今後水道事業と同様の傾向になることが予想される。
（総務省見解）
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＜鳥取市の下水道料金収入の推移と将来予想＞

28年度に料金改定を行うため料金収入は回復するが、その後は人口減少等に
より再び減少傾向となる見込み。

-７-
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～経営戦略の策定について～



下水道事業が直面する将来的課題②
－更新投資需要の増大－

出所：鳥取市公共施設等総合管理計画

出所：国土交通省公表資料

高度経済成長期から整備してきた施設が、今後、順次更
新時期を迎えることから、これらの施設の更新に係る費用
の増加が懸念されます。

＜全国＞ ＜鳥取市＞
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～経営戦略の策定について～



①料金収入の減少

＋ ⇒ 財源不足（財政悪化） の懸念増

②更新費用の増大

下水道事業が直面する将来的課題③
－財源不足の懸念－

将来の投資需要を適切に把握し、投資の合理化を図るととも
に、財源構成の見直し等により、中長期的な経営の中で必要
な財源を確保していかなければならない。

こうした最悪の事態を回避するには…

「経営戦略」の策定

-９-
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～経営戦略の策定について～



政府による公営企業改革の取組状況

○経済財政運営と改革の基本方針２０１５

（平成２７年６月３０日閣議決定）

第３章「経済・財政一体改革」の取組－「経済・財政再生計画」

（国と地方を通じた歳出効率化・地方自治体の経営資源の有効
活用）

地方財政をめぐる厳しい状況を踏まえ、公営企業について

は、計画期間内に廃止・民営化や広域的な連携等も含めた

抜本的な改革の検討を更に進め、経営戦略の策定等を通じ、
経営基盤強化と財政マネジメントの向上を図る。

出所：総務省公表資料（一部抜粋）
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総務省による公営企業改革の取組状況

【これまでの取組み】
○企業会計の導入（平成２１～２５年度）※鳥取市適用済（２４年度）

⇒経営状況の「見える化」
○地方公営企業会計基準の見直し（平成２６年度）※鳥取市適用済

⇒より民間企業に近い会計基準への見直し
○地方公営企業法の適用範囲の拡大検討

【これからの取組み】
○経営戦略の策定（集中取組期間：平成２８年度～３０年度）

⇒経営戦略策定ガイドラインの公表（２８年１月２６日公表済）
⇒経営戦略策定に係る進捗状況を毎年度調査、結果を公表
⇒経営戦略策定に要する経費に対して特別交付税を措置
⇒一部交付税措置について、２９年度から経営戦略の策定を
要件化する予定

-１１-
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１．目的・定義

将来にわたり安定的に事業を継続していくため、各団体
の実情をふまえた中長期的な視点に立つ経営の基本計画
のこと。

２．計画期間

経営戦略の計画期間は、１０年以上が基本。

３．基本構成

経営戦略は、投資計画と財政計画の二本柱で構成。

経営戦略の概要
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～経営戦略の策定について～



①投資計画

将来にわたって安定的なサービス提供を継続していくた
め、施設の将来需要を適切に把握し、「いつ」「何に」「どの
くらい」投資するのかを最適化した計画のこと。

②財政計画

「投資計画」に基づく投資額を踏まえて、中長期の経営の

中で、投資に必要な財源や運転資金、収益性をどう確保し

ていくのかを示した計画のこと。

経営戦略の二本柱
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～経営戦略の策定について～



経営戦略策定のねらいと効果
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経営戦略の全体像
目標設定、

投資の合理化
戦略策定

適切な

現状把握・分析
（規模・能力、使用可能

年数、劣化の状況等）

将来の需要予測

できる限り長期間

（30年超）の需要予測

適切な

現状把握・分析
主として企業債・資金・

収益に係るもの

将来の

損益・収支予測
投資需要額を踏まえた

財政予測

目標設定

今後の安定的なサー

ビス供給に必要な将

来の投資規模を設定

投資の合理化
統廃合・ダウンサイジ

ング、優先順位付け等

目標設定

中長期的に収支均衡を

可能とする企業債・繰

出金・内部留保資金等

の水準の設定

✓投資計画の実績検証

✓財政計画の実績検証

✓重要指標の実績検証

✓料金水準の検証 など

戦略実施、事後検証など

必要な更新需要額

算出

・財源構成の検討

・中長期的視点で検証
資金確保ができるか

投資に必要な収益を

確保できるかetc．

「中長期」の視点 「見える化」の視点

均衡点=経営戦略「地域の将来像」の視点

「中長期」の視点「全体」の視点

投資計画

財政計画

必要に応じて検討「地域の将来像」の視点

計画と実績の

モニタリング

最低１０年間

※経営戦略策定の前段階において、「地域のデザイン」「地域の将来像」を踏まえた事業の将来構想の検討（ビジョン・経営方針の策定）が必要である。

※料金改定、PPP・PFI、広域化、

人材育成等の検討は戦略策定

時にも必要に応じて実施

財源確保

（料金改定等）

PPP・PFI、
広域化、

人材育成等

「中長期」

の視点

現状把握・分析、
将来予測

「見える化」の視点

計

技
術
部
門

計

事
務
部
門

計

環
境
下
水
道
部
（
企
画
課
・
経
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課
・
建
設
課
）
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～経営戦略の策定について～



経営戦略と他の計画との関係
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～経営戦略の策定について～



７月２８日 第１回審議会

８月～９月 第２回審議会

１０月中旬 第３回審議会

１１月中旬 第４回審議会

２９年１月 第５回審議会

平成28年度 審議会スケジュール（予定）
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※審議の状況等により、開催回数及び日程を変更する場合がございます。予めご了承ください。



官公庁会計と公営企業会計のしくみ
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